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諮問庁：経済産業大臣 

諮問日：平成２７年３月１１日（平成２７年（行情）諮問第１０２号） 

答申日：平成２８年１１月１日（平成２８年度（行情）答申第４９１号） 

事件名：特定の研究開発に関して特定会社等から北海道経済産業局に提出され

た文書等の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙１に掲げる１６文書（以下「本件対象文書」という。）につき，そ

の一部を不開示とした決定については，別紙３に掲げる部分を開示すべき

である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２６年１０月１４日付け２０１４

０８１２公開北海第３号により北海道経済産業局長（以下「処分庁」とい

う。）が行った一部開示決定（以下「原処分」という。）について，取消し

を求める。 

２ 審査請求の理由 

 開示された資料の一部で，作成日時等が不開示とされたが，法５条１号

及び２号イにも該当しないので，具体的なおそれの説明できない部分は全

て開示しなければならない。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 事案の概要 

本件開示請求に対し，処分庁は，本件対象文書を別紙１のとおり特定し，

平成２６年１０月１４日付けで一部開示とする原処分を行った。 

２ 原処分及びその理由 

処分庁は，本件対象文書のうち，別紙２の表に掲げる法５条１号及び２

号イに該当する部分を除いて開示する旨の原処分を行った。 

３ 審査請求人の主張についての検討 

（１）法５条１号の該当部分について 

審査請求人は，当該不開示部分について，具体的なおそれのない部分

は全て開示しなければならないと主張しているが，原処分で法５条１号

に該当するとして不開示とした別紙２の①の部分については，公表され

ていない個人の氏名，役職，連絡先，学位，経歴，研究者番号，個人の
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給与，労務費に関する情報，個人の印影については個人に関する情報で

あり，当該情報に含まれる内容により特定の個人を識別することができ

るものであることから，法５条１号に該当すると判断した原処分は妥当

である。 

（２）法５条２号イの該当部分について 

審査請求人は，当該不開示部分について，具体的なおそれのない部分

は全て開示しなければならないと主張しているので，原処分で法５条２

号イに該当するとして不開示としたそれぞれの部分について検討する。 

ア 別紙２の②は，法人に関する情報であるが，認証的機能を有するも

のであり，公にすることにより，偽造されるおそれがある等当該法人

の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもので

あり，法５条２号イに該当すると判断した原処分は妥当である。 

イ 別紙２の③は，法人に関する情報であるが，公にされ，又は公にす

ることが予定されていない内部管理情報であって，当該法人が多大な

コストをかけて作成した技術・ノウハウを含むものであり，公にする

ことにより競合他社等に容易に模倣され得る等当該法人の権利，競争

上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるものであり，法５条

２号イに該当すると判断した原処分は妥当である。 

ウ 別紙２の④は，法人に関する情報であるが，公にされ，又は公にす

ることが予定されていない内部管理情報であって公にすることにより，

当該法人の財務状況や経営方針等が一般に把握され，市場における評

価に不当に影響を及ぼし，ひいては資金調達に支障を来す等当該法人

の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもので

あり，法５条２号イに該当すると判断した原処分は妥当である。 

エ 別紙２の⑤は，法人に関する情報であるが，一般に入手できるもの

でなく，公にすることにより，口座番号等の流出による不正な引出し

等の犯罪を誘発する等，当該法人の権利，競争上の地位その他正当な

利益を害するおそれがあるものであり，法５条２号イに該当すると判

断した原処分は妥当である。 

オ 別紙２の⑥は，公にすることにより当該法人の権利，競争上の地位

その他正当な利益を害するおそれがあるものであり，法５条２号イに

該当すると判断した原処分は妥当である。 

４ 結論 

以上のとおり，本件審査請求については何ら理由がなく，原処分の正当

性を覆すものではない。 

したがって，本件審査請求については，棄却することとしたい。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 
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   ① 平成２７年３月１１日  諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同月２６日       審議 

④ 平成２８年９月３０日  委員の交代に伴う所要の手続の実施，本

件対象文書の見分及び審議 

⑤ 同年１０月２８日    審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件開示請求は，「平成２５年度特定事業に関し，事業管理機関及び総

括研究代表者から提出された文書一切並びにその採択から平成２６年度の

同事業の委託契約が締結に至らなかった経緯に関する文書一切」の開示を

求めるものであり，処分庁は，本件対象文書を特定し，法５条１号及び２

号イによりその一部を不開示とする原処分を行った。 

審査請求人は，不開示とされた部分の開示を求めており，諮問庁は原処

分を妥当としていることから，以下，本件対象文書の見分結果に基づき，

不開示情報該当性について検討する。 

２ 不開示情報該当性について 

（１）平成２５年度特定事業は，経済産業省の「ものづくり中小企業連携支

援事業（戦略的技術高度化支援事業）」に採択され，北海道経済産業局

と事業管理機関であるＡ社との間で，完了期限を平成２６年３月３１日

とする業務委託契約が締結された。 

同事業の総括研究代表者はＢ社代表取締役であり，研究実施機関は，

Ｂ社，Ｃ大学及びＤ社であった。 

文書１によれば，当初の計画実施期間は平成２８年３月３１日までで

あったが，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，平成

２６年度以降の契約は締結されていないとのことであった。 

（２）別紙２の①には，Ａ社，Ｂ社，Ｃ大学及びＤ社の担当者氏名及び連絡

先，労務費の積算基礎，Ｄ社監査役氏名等が記載されている。 

 当該部分のうち，別紙３の番号１に掲げる部分を除く部分については，

法５条１号の個人に関する情報であって，特定の個人を識別することが

できるもの又は公にすることにより，なお個人の権利利益を害するおそ

れがあるものに該当し，同号ただし書イないしハに該当する事情も認め

られず，さらに，個人識別部分である役職及び氏名が開示されているこ

とから，法６条２項の適用の余地はなく，不開示とすることが妥当であ

る。 

しかしながら，別紙３の番号１に掲げる部分は，当審査会事務局職

員をして確認させたところ，Ａ社，Ｂ社，Ｃ大学及びＤ社のホームペ

ージに掲載されていることが認められることから，法５条１号ただし
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書イに該当し，開示すべきである。 

（３）別紙２の②は，Ａ社取締役社長及びＢ社代表取締役の印影である。印

影については，書面が真正に作成されたことを示す認証的機能を有する

ものであると認められ，これを公にすることにより，書面が偽造され悪

用されるなど，当該法人の権利，競争上の地位その他正当な利益を害す

るおそれがあると認められるので，法５条２号イに該当し，不開示とす

ることが妥当である。 

（４）別紙２の③には，平成２５年度特定事業に係る具体的かつ詳細な実施

方法，実施計画，実施体制等が記載されており，参加法人等の業務上の

ノウハウ等の内部情報であると認められる。 

当該部分のうち，別紙３の番号２に掲げる部分を除く部分については，

これを公にすると，当該法人の業務上のノウハウ等が競業他社等に模倣

されるなど，当該法人の権利，競争上の地位その他正当な利益を害する

おそれがあると認められるので，法５条２号イに該当し，不開示とする

ことが妥当である。 

しかしながら，当該部分のうち，別紙３の番号２に掲げる部分は，

文書７において既に開示されており，これを公にしたとしても，当該

法人の権利，競争上の地位，その他正当な利益を害するおそれがある

とは認められないことから，法５条２号イに該当せず，開示すべきで

ある。 

（５）別紙２の④は，Ｂ社，Ｄ社及びＡ社の特定年度の決算報告書の内容で

ある。 

当該部分のうち，別紙３の番号３に掲げる部分を除く部分については，

これを公にすると，当該法人の財務状況や経営方針等が明らかになり，

当該法人の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある

と認められるため，法５条２号イに該当し，不開示とすることが妥当で

ある。 

しかしながら，当該３社は，会社法２条６項の資本金５億円以上又

は負債２００億円以上の大会社に該当しない株式会社であることから，

同法４４０条１項の規定により貸借対照表の公告が義務づけられてい

る。当審査会事務局職員をして，各社のホームページを確認させたと

ころ，貸借対照表について電子公告がなされていないことから，同法

９３９条１項１号により官報又は２号により日刊新聞紙への掲載がな

されるべきものであり，その内容は，同法４４０条２項により，貸借

対照表の要旨であったと考えられる。別紙３の番号３に掲げる部分は，

会計計算規則１３７条に定められた貸借対照表の要旨の項目及びその

金額であって，既に公開された情報であり，これを公にしたとしても，

当該法人の権利，競争上の地位，その他正当な利益を害するおそれが



 

- 5 - 

あるとは認められないことから，法５条２号イに該当せず，開示すべ

きである。 

（６）別紙２の⑤は，Ｄ社の金融機関口座に関する情報である。当該情報は，

法人に関する情報であって，これを公にすると，口座番号等が不正に利

用されるおそれがある等，当該法人の権利，競争上の地位その他正当な

利益を害するおそれがあると認められるので，法５条２号イに該当し，

不開示とすることが妥当である。 

（７）文書１０ないし文書１２及び文書１６は，特定事業の平成２６年度契

約が締結に至らなかった経緯に関する文書である。 

 別紙２の⑥は，北海道経済産業局が発出した文書の宛先，件名及び内

容，当該文書に対する回答文書，北海道経済産業局が作成したメモの内

容である。 

このうち，別紙３の番号４に掲げる部分を除く部分は，発出先及び平

成２５年度特定事業の研究機関に関する企業の情報等が記載されており，

これを公にすると，当該法人の権利，競争上の地位その他正当な利益を

害するおそれがあると認められることから法５条２号イに該当し，不開

示とすることが妥当である。 

しかしながら，別紙３の番号４に掲げる部分には，文書番号及び日

付が記載されているが，文書１０の１枚目において既に開示されてお

り，これを公にしたとしても，当該法人の権利，競争上の地位，その

他正当な利益を害するおそれがあるとは認められないことから，法５

条２号イに該当せず，別紙３の番号４に掲げる部分については開示す

べきである。 

３ 付言 

処分庁が原処分において不開示とした部分は，内容及び当該箇所が示さ

れておらず，諮問庁の理由説明書においても不開示とした部分の当該箇所

が明確に示されているとはいい難く，その結果，不開示部分，ひいては不

開示理由が不明確なものとなっているといわざるを得ない。 

処分庁及び諮問庁においては，今後の開示請求への対応及び諮問後の説

明に当たっては，開示・不開示部分に係る説明が不明確・不十分との指摘

を受けることのないよう，適切な対応が望まれる。 

４ 異議申立人のその他の主張について 

異議申立人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

５ 本件一部開示決定の妥当性について 

   以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条１号及び２

号イに該当するとして不開示とした決定については，別紙３に掲げる部分

は同条１号及び２号イのいずれにも該当せず，開示すべきであるが，その
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余の部分は同条１号及び２号イに該当すると認められるので，不開示とし

たことは妥当であると判断した。 

（第２部会） 

  委員 白井玲子，委員 池田綾子，委員 中川丈久 
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別紙１（本件対象文書） 

文書１  事業提案書一式  

文書２  採択通知  

文書３  委託契約締結起案一式  

文書４  委託契約書一式  

文書５  計画変更承認申請書一式  

文書６  委員会資料一式  

文書７  成果報告書一式  

文書８  委託業務完了報告書一式  

文書９  印刷物基準実績報告書一式  

文書１０ 支出負担行為担当官名の文書発出起案一式 

文書１１ 支出負担行為担当官名の文書  

文書１２ 総務企画部長宛ての文書一式  

文書１３ 実績報告書一式  

文書１４ チェックリスト一式  

文書１５ 清算払請求書  

文書１６ 経緯に関するメモ一式  
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別紙２（不開示部分） 

不開示とした部分  

文書１ １枚目 

 

Ａ社の代表者の電話番号，ＦＡＸ番号及び

メールアドレス並びに連絡担当者の所属役

職・氏名，電話番号，ＦＡＸ番号及びメー

ルアドレス 

総括研究代表者の電話番号，ＦＡＸ番号，

メールアドレス及びｅ－Ｒａｄ研究者番号 

副総括研究代表者の氏名（フリガナ），電話

番号，ＦＡＸ番号及びメールアドレス 

① 

Ａ社取締役社長の印影 ② 

２枚目 Ｂ社及びＤ社の電話番号，ＦＡＸ番号及び

メールアドレス 

Ｃ大学の代表者氏名，所在地，連絡先担当

者氏名，電話番号，ＦＡＸ番号及びメール

アドレス 

①  

３枚目 アドバイザーに関する情報 ③ 

１ ２ 枚 目 及

び１３枚目 

所属機関（氏名・役職）及び研究に関する

経歴に係る部分 

① 

５ 枚 目 な い

し１４枚目 

研究開発内容等説明書及び研究開発スケジ

ュール（所属機関及び研究に関する経歴に

係る部分を除く）の一部 

③ 

１ ８ 枚 目 な

い し ２ ０ 枚

目 

研究開発成果に係る製品等の事業化計画説

明書の一部 

２ １ 枚 目 ，

２ ３ 枚 目 及

び２４枚目 

参加機関の主な出資者に関する情報，財務

状況の実績及びコメントの一部  

２７枚目 類似計画等状況説明書の研究代表者氏名及

び本事業との差異 

３ ０ 枚 目 な

い し ３ ３ 枚

目 

Ｂ社の貸借対照表，損益計算書，販売費及

び一般管理費内訳書並びに製造原価報告書

の内容 

④ 
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３ ６ 枚 目 な

い し ４ ０ 枚

目 

Ｄ社の貸借対照表，損益計算書，販売費及

び一般管理費内訳書並びに株主資本等変動

計算書の内容 

④ 

４ ２ 枚 目 な

い し ４ ６ 枚

目 

Ａ社の事業報告，貸借対照表，損益計算

書，株主資本等変動計算書及び個別注記表

の内容 

４７枚目 監査役氏名及び印影 ① 

４８枚目 役員名簿データの一部 ③ 

 
５ ５ 枚 目 な

い し ５ ８ 枚

目 

平成２５年度特定事業の概要の一部 

文書３ ５ ５ 枚 目 な

い し ５ ８ 枚

目 

研究の目的，実施内容の一部及び実施計画

日程の一部  

③ 

５９枚目 副総括研究代表者氏名 ① 

 ６ ０ 枚 目 及

び６１枚目 

管理員及び研究員の氏名及び所属・役職の

一部 

経理担当者及び業務管理者の所属，氏名の

一部 

６ ３ 枚 目 ，

６ ５ 枚 目 及

び７１枚目 

労務費の一部 

 

６ ３ 枚 目 ，

６ ５ 枚 目 ，

６ ９ 枚 目 及

び７１枚目 

事業費の一部 ③ 

６ ７ 枚 目 ，

６ ８ 枚 目 ，

７ ０ 枚 目 及

び７３枚目 

消耗品費の積算基礎欄 

７４枚目 履行体制図の業務の範囲欄 

文書４ １枚目 Ａ社代表取締役の印影 ② 
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５ １ 枚 目 な

い し ５ ４ 枚

目 

研究の目的，実施内容の一部及び実施計画

日程の一部   

③ 

５５枚目 副総括研究代表者氏名 ① 

５ ６ 枚 目 及

び５７枚目 

管理員及び研究員の氏名及び所属・役職の

一部 

経理担当者及び業務管理者の所属，氏名の

一部 

５ ９ 枚 目 及

び６１枚目 

労務費の一部 

 

５ ９ 枚 目 ，

６ １ 枚 目 及

び６５枚目 

事業費の一部 ③ 

６ ３ 枚 目 ，

６ ４ 枚 目 ，

６ ６ 枚 目 ，

６ ７ 枚 目 及

び６９枚目 

消耗品費の積算基礎欄 

 

７０枚目 履行体制図の業務の範囲欄 

文書５ １枚目 Ｂ社代表取締役の印影 ② 

１ 枚 目 及 び

２枚目 

業務の進捗状況及び計画変更の内容・理由 ③ 

３枚目 労務費の一部 ① 

事業費の一部 ③ 

文書６ 

 

 

 

１枚目 右上のメモ ①  

２ 枚 目 ， ３

枚 目 ， ７ 枚

目 及 び １ ２

枚目 

Ｃ大学准教授氏名 

研究員及び事務局の氏名，所属及び役職  

１０枚目 Ｂ社代表取締役のメールアドレス 

４ 枚 目 ， ５

枚 目 ， ８ 枚

目 ， ９ 枚 目

及 び １ １ 枚

目 な い し １

委員会報告資料の一部 ③ 
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７枚目 

文書７ ２ 枚 目 ， ３

枚 目 ， ５ 枚

目 及 び ６ 枚

目 な い し ２

９枚目 

目次の一部，研究開発の背景，研究目的及

び目標の一部，成果概要，本論及び全体総

括 

③ 

４ 枚 目 及 び

５枚目 

副総括研究代表者氏名 

管理員及び研究員氏名及び所属・役職の一

部 

Ａ社連絡窓口の氏名，電話番号，ＦＡＸ番

号及びメールアドレス 

総括研究代表者の電話番号，ＦＡＸ番号及

びメールアドレス 

副総括研究代表者の氏名，電話／ＦＡＸ番

号及びメールアドレス 

① 

文書８及

び文書９ 

 Ａ社代表取締役の印影 ② 

文書１０ １ 枚 目 ， ２

枚 目 及 び ４

枚目 

件名，伺い文，施行先，案文の一部，契約

書の抜粋の一部 

⑥ 

３枚目 Ａ社代表取締役の印影 ② 

文書１１  北海道経済産業局発出文書（施行者を除

く） 

⑥ 

文書１２  北海道経済産業局あて文（宛名を除く） 

文書１３ １ 枚 目 及 び

６枚目 

Ａ社及びＢ社代表取締役の印影 ② 

２枚目 委託業務の概要 ③ 

５枚目 事業費の一部 

７ 枚 目 な い

し １ １ 枚

目 ， １ ３ 枚

目 な い し １

７ 枚 目 ， １

９ 枚 目 及 び

２０枚目 

消耗品購入一覧 
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３枚目 

 

Ａ社及びＢ社の研究員名，Ｂ大学准教授

名，Ｃ社社員名 

① 

４ 枚 目 ， ５

枚 目 及 び １

８枚目 

労務費の支出内訳の一部 

 

 

６枚目 労務費積算書の一部 

文書１４  確認者氏名及び印影 

文書１５  Ａ社代表取締役の印影 ②  

振込先金融機関名等 ⑤ 

文書１６  経緯メモの内容 ⑥ 

文書７については，表紙を１枚目とし，１頁を２枚目，２頁を３枚目（以下同

様）とする。 
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別紙３（開示すべき部分） 

１.   

（１）文書１の１枚目 

５．Ａ社の代表者及び連絡担当者の電話番号及びＦＡＸ番号 

（２）文書１の２枚目 

９．研究実施機関のＢ社の電話番号及びＦＡＸ番号，Ｃ大学の所在地，

Ｄ社の電話番号及びＦＡＸ番号 

（３）文書７の５枚目 

Ａ社連絡窓口の電話番号及びＦＡＸ番号，総括研究代表者の電話番号及

びＦＡＸ番号 

 

２．文書１３ 

  ２枚目の委託業務の概要の１行目から６行目まで 

 

３．文書１ 

（１）３０枚目（Ｂ社貸借対照表） 

  以下の科目名及びその金額 

「資産の部」における「流動資産」，「固定資産」及び「資産の部合計」 

「負債の部」における「流動負債」及び「負債の部合計」 

「純資産の部」 

「純資産の部」における「株主資本」，「資本金」，「資本剰余金」，「資本

準備金」，「利益剰余金」，「その他利益剰余金」及び「純資産の部合計」 

「負債及び純資産の部合計」 

（２）３１枚目（Ｂ社損益計算書） 

「当期純損失金額」及びその金額 

（３）３６枚目（Ｄ社貸借対照表） 

   １行目，２行目，９行目，１０行目，２２行目ないし２５行目，３０行

目，３１行目及び３３行目ないし３７行目 

（４）３７枚目（Ｄ社貸借対照表） 

   １行目ないし５行目及び７行目ないし１１行目 

（５）３８枚目（Ｄ社損益計算書） 

「当期純利益金額」及びその金額 

（６）４０枚目（Ｄ社株主資本等変動計算書） 

   「資本金」及びその「当期末残高」と金額 

「資本剰余金」 

「資本準備金」及びその「当期末残高」と金額 

「資本剰余金合計」及びその「当期末残高」と金額 

「利益剰余金」及び「その他利益剰余金」 
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「利益剰余金合計」及びその「当期末残高」と金額 

「株主資本合計」及びその「当期末残高」と金額 

「純資産の部合計」及びその「当期末残高」と金額 

（７）４４枚目（Ａ社貸借対照表） 

以下の科目名及びその金額 

  「資産の部」における「流動資産」，「固定資産」，「繰延資産」及び「資

産の部合計」 

「負債の部」における「流動負債」，「固定負債」及び「負債の部合計」 

「純資産の部」 

「純資産の部」における「株主資本」，「資本金」，「利益剰余金」，「その

他利益剰余金」及び「純資産の部合計」 

「負債・純資産の部合計」 

（８）４５枚目（Ａ社損益計算書） 

「当期純利益」及びその金額 

（９）４６枚目（Ａ社株主資本等変動計算書） 

   「資本金」,「利益剰余金合計」,「株主資本合計」及び「純資産合計」

における「当期純利益」欄及び「当期末残高」欄 

 

４． 

（１）文書１０の２枚目の２行目及び３行目 

（２）文書１１の１行目及び２行目 

    

 




